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平成29年12月

厚生労働省社会・援護局（援護関係）

平成29年度 平成30年度 対前年度

予　算　額 予　算　案 増　減　額

千円 千円 千円

社会・援護局（援護）計上分 16,651,073 14,557,743 ▲ 2,093,330

（項）　厚生労働本省共通費 2,391 2,360 ▲ 31  

厚生労働本省一般行政に必要な経費 2,391 2,360 ▲ 31

（項）　遺族及留守家族等援護費 12,244,864 10,221,930 ▲ 2,022,934

遺族及留守家族等の援護に必要な経費 12,244,864 10,221,930 ▲ 2,022,934

援護審査会経費 1,046 1,002 ▲ 44

戦傷病者戦没者遺族等援護法施行経費 10,531,214 8,978,545 ▲ 1,552,669
援護年金等の支給
                    10,436百万円　→　8,881百万円

戦傷病者特別援護経費 309,915 293,329 ▲ 16,586 １　戦傷病者等の労苦継承事業の実施
　　（しょうけい館の運営費）
　　　　　　　　　　　176百万円　→　177百万円

２　医療費の支給
                          98百万円　→　82百万円

３　特別援護費関係
　　・療養手当
　　　　　　　月額　　30,300円　→　30,300円
　　・葬祭費
　　　　　　　単価　206,000円　→　206,000円

未帰還者留守家族等援護経費 19,523 19,528 5 　葬祭料
　　　　　　　単価　206,000円　→　206,000円

未帰還者に関する特別措置経費 488 488 0

戦没者等の遺族等に対する特別給付金等の
支給事務に必要な経費

629,279 450,965 ▲ 178,314

昭和館等に係る経費 753,399 478,073 ▲ 275,326 1 昭和館運営費     454百万円　→　467百万円

2 昭和館の防災機能強化に係る経費（前年度限り）　289百万円→0

（項）　戦没者慰霊事業費 3,053,171 2,988,906 ▲ 64,265

 戦没者の遺骨収集事業等に必要な経費 3,053,171 2,988,906 ▲ 64,265

戦没者遺骨処理等諸費 2,583,075 2,521,542 ▲ 61,533

１ 遺骨収集関連事業

　①ﾌｨﾘﾋﾟﾝ　②東部ﾆｭｰｷﾞﾆｱ ③ﾋﾞｽﾏｰｸ･ｿﾛﾓﾝ諸島

　④ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ⑤ﾊﾟﾗｵ ⑥ﾏﾘｱﾅ諸島　⑦ﾄﾗｯｸ諸島

　⑧ﾏｰｼｬﾙ諸島 ⑨ｷﾞﾙﾊﾞｰﾄ諸島 ⑩ﾐｬﾝﾏｰ

　⑪ｲﾝﾄﾞ ⑫樺太 ⑬沖縄　⑭硫黄島

　○旧ソ連地域（⑮ﾊﾊﾞﾛﾌｽｸ地方 ⑯沿海地方

　⑰ｸﾗｽﾉﾔﾙｽｸ地方　⑱ｻﾞﾊﾞｲｶﾙ地方 ⑲ﾌﾞﾘﾔｰﾄ共和国)

２ 慰霊巡拝                      

　①ﾌｨﾘﾋﾟﾝ　②東部ﾆｭｰｷﾞﾆｱ ③ﾋﾞｽﾏｰｸ･ｿﾛﾓﾝ諸島

　④ﾊﾟﾗｵ諸島 ⑤北ﾎﾞﾙﾈｵ ⑥ﾐｬﾝﾏｰ

　⑦中国 ⑧硫黄島 

　○旧ソ連地域（⑨ﾊﾊﾞﾛﾌｽｸ地方　⑩沿海地方

　⑪ｲﾙｸｰﾂｸ州 ⑫ｱﾙﾀｲ地方･ｹﾒﾛﾎﾞ州･ﾉﾎﾞｼﾋﾞﾙｽｸ州）

３ 慰霊碑の補修等

４ 遺骨・遺留品の伝達

５ 戦没者遺骨に係るＤＮＡ鑑定

戦没者追悼式挙行等に必要な経費 470,096 467,364 ▲ 2,732 １ 全国戦没者追悼式挙行経費
　　　　　　　　　　　　151百万円　→　151百万円

２  戦没者遺児による慰霊友好親善事業
               　　　　  259百万円  →  259百万円

３ 国内・海外民間建立慰霊碑の移設等
               　　　      26百万円  →    22百万円

事　　　　　　　　項

第１　平成30年度予算案事項別内訳

備　　　　考
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平成29年度 平成30年度 対前年度

予　算　額 予　算　案 増　減　額
事　　　　　　　　項 備　　　　考

（項）　中国残留邦人等支援事業費 1,096,311 1,080,968 ▲ 15,343

 中国残留邦人等の支援事業に必要な経費 1,096,311 1,080,968 ▲ 15,343

中国残留邦人等に対する生活支援 477,780 487,159 9,379 ・満額の老齢基礎年金等支給のための保険料の追納
                       56百万円　→　68百万円

定着自立援護 437,772 414,974 ▲ 22,798

帰国受入援護 127,505 123,889 ▲ 3,616 ・永住帰国見込世帯人員
　　　　　　　　2世帯 8人　→　   2世帯　  8人
・一時帰国見込世帯人員
　　　　　　　63世帯121人　→　 66世帯 128人

身元調査等 29,349 28,632 ▲ 717 ・訪中調査対象孤児数　　　　　  8人　→　  4人
・訪日調査対象者数　　　　 　    1人　→　  1人

介護に係る環境整備 23,905 26,314 2,409

（項）　恩給進達等実施費 254,336 263,579 9,243

 恩給進達及び人事資料の保管等に必要な経費 254,336 263,579 9,243

資料整備諸費 208,503 217,669 9,166

 戦没者叙勲等の進達等に必要な経費 1,800 1,765 ▲ 35

 旧軍人遺族等恩給の事務処理に必要な経費 44,033 44,145 112

社会・援護局（社会）計上分 9,465,488 9,123,604 ▲ 341,884

(項)生活保護等対策費 9,465,488 9,123,604 ▲ 341,884

中国残留邦人等に対する生活支援 9,465,488 9,123,604 ▲ 341,884

　中国残留邦人生活支援給付金 9,257,466 8,903,324 ▲ 354,142 ・中国残留邦人等に対する支援給付の実施

　配偶者支援金 208,022 220,280 12,258 ・特定配偶者に対する配偶者支援金の支給

中国残留邦人等に対する生活支援 生活困窮者自立
支援法等に係る
補助金の内数

生活困窮者自立
支援法等に係る
補助金の内数

・中国残留邦人等地域生活支援事業の実施

平成29年度 平成30年度 対前年度

予　算　額 予　算　案 増　減　額

援護関係合計 26,116,561 23,681,347 ▲ 2,435,214

社会・援護局（援護）計上分 16,651,073 14,557,743 ▲ 2,093,330

社会・援護局（社会）計上分 9,465,488 9,123,604 ▲ 341,884

事　　　　　　　　項 備　　　　考
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平成29年12月

（参考）　平成30年度予算（案）　地方公共団体等予算事項別内訳

平成29年度 平成30年度 対前年度

予　算　額 予　算　案 増　減　額

千円 千円 千円

社会・援護局（援護）計上分 1,164,991 1,030,728 ▲ 134,263

（項）　遺族及留守家族等援護費 631,232 509,199 ▲ 122,033

（目）遺族及留守家族等援護事務委託費 626,368 504,335 ▲ 122,033

68,837 70,664 1,827

（目細）留守家族等援護事務委託費 15,801 15,852 51 １　留守家族等援護　 　　　　117千円
２　未帰還者特別措置　　　  150千円
３　戦傷病者特別援護　　15,585千円

541,730 417,819 ▲ 123,911

4,864 4,864 0 沖縄県

（項）　戦没者慰霊事業費 40,456 39,529 ▲ 927

（目）旧軍関係調査事務等委託費 2,958 2,727 ▲ 231

2,958 2,727 ▲ 231

（目）遺骨収集等委託費 21,161 24,766 3,605 沖縄県

（目）遺骨収集等派遣費補助金 16,337 12,036 ▲ 4,301 ・国内民間建立慰霊碑の移設等　12,036千円

（項）　中国残留邦人等支援事業費 458,657 447,777 ▲ 10,880

（目）遺族及留守家族等援護事務委託費 458,657 447,777 ▲ 10,880

（目細）特別給付金等支給事務委託費 212 212 0

458,445 447,565 ▲ 10,880 「支援・相談員」の配置 　398,840千円

（項）　恩給進達等実施費 34,646 34,223 ▲ 423

（目）旧軍関係調査事務等委託費 34,646 34,223 ▲ 423

5,653 5,835 182

28,993 28,388 ▲ 605
１　旧軍人遺族等恩給進達関係     26,675千円
 
２　戦没者叙勲等進達関係　   1,713千円

平成29年度 平成30年度 対前年度

予　算　額 予　算　案 増　減　額

社会・援護局（社会）計上分 9,465,488 9,123,604 ▲ 341,884

（項）　生活保護等対策費 9,465,488 9,123,604 ▲ 341,884

（目）生活扶助費等負担金 4,328,091 4,296,116 ▲ 31,975

（小事項）中国残留邦人生活支援給付金 4,120,069 4,075,836 ▲ 44,233 ・中国残留邦人等に対する支援給付の実施

（小事項）配偶者支援金 208,022 220,280 12,258 ・特定配偶者に対する配偶者支援金の支給

（目）医療扶助費等負担金 4,904,567 4,644,213

（小事項）中国残留邦人生活支援給付金 4,904,567 4,644,213

（目）介護扶助費等負担金 232,830 183,275

（小事項）中国残留邦人生活支援給付金 232,830 183,275

（目）生活困窮者就労準備支援事業費等補助金
生活困窮者自立
支援法等に係る
補助金の内数

生活困窮者自立
支援法等に係る
補助金の内数

・中国残留邦人等地域生活支援事業の実施

平成29年度 平成30年度 対前年度

予　算　額 予　算　案 増　減　額

援護関係合計 10,630,479 10,154,332 ▲ 476,147

社会・援護局（援護）計上分 1,164,991 1,030,728 ▲ 134,263

社会・援護局（社会）計上分 9,465,488 9,123,604 ▲ 341,884

事　　　　　　　　項 備　　　　考

事　　　　　　　　項 備　　　　考

備　　　　考事　　　　　　　　項

（目細）戦傷病者戦没者遺族等援護事務委託費

（目細）旧軍人遺族等恩給進達事務等委託費

（目細）特別給付金等支給事務委託費

（目細）旧軍関係調査事務等委託費

（目細）引揚者等援護事務委託費

（目）遺族及留守家族等援護活動費補助金

（目細）旧軍関係調査事務等委託費
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第２ 昭和館について

昭和館は戦没者遺族に対する援護施策の一環として、戦中・戦後の国民生活上の
労苦を次世代に伝えるための国立の施設です。（平成11年３月開設）

常設展示室（戦中の人々のくらし）７階

常設展示室（戦後の人々のくらし）６階

映像・音響室５階

図 書 室４階

会議室３階 広 場２階

昭和館 懐かしのニュースシアター１階

戦中・戦後の国民生活を再現する当時のニュース映画を毎日上映
（番組は毎週変更）

昭和10年頃から昭和20年(終戦）までの戦中における国民生活を伝える
実物資料を展示

昭和20年(終戦)から昭和40年頃までの戦後における国民生活を伝える
実物資料を展示

当時の記録写真、映像、ニュース映画、SPレコード等を収集
コンピュータで検索して視聴できる。

当時の国民生活を中心とした図書・雑誌を収集
様々な目的に応じて、検索、閲覧ができる

特別企画展などを開催 憩いの場

特別企画展等（平成11年度から毎年開催）

平成30年３月10日～５月６日 希望を追いかけて～フロリダ州立大学所蔵写真展～（仮称）

平成30年７月21日～９月９日 昭和館で学ぶ『この世界の片隅に』（仮称）

平成31年３月頃 テーマ未定

地方巡回特別展（平成13年度から毎年開催）

平成30年10月12日～23日 戦中・戦後のくらし 群馬展（群馬県前橋市）

平成30年11月10日～23日 戦中・戦後のくらし 香川展（香川県高松市）

場 所 〒102-0074 東京都千代田区九段南１－６－１

開 館 時 間 10:00～17:30 （入館17:00まで）

休 館 日 月曜日（祝日、振替休日のときはその翌日）、年末年始

ア ク セ ス 地下鉄「九段下駅」（東西線、半蔵門線、都営新宿線）

ホームページ http://www.showakan.go.jp

入 館 料
小中学生：無料 高校・大学生：150円 大人300円
（その他、無料・割引制度あり）
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 第３ しょうけい館について
●設置目的 

しょうけい館は、戦傷病者とそのご家族等の戦中・戦後に体験したさまざまな労苦についての証言・歴史

的資料・書籍・情報を収集、保存、展示し、次世代にその労苦を伝えるための国立の施設です。 

（平成 18 年３月開設） 

 

●事業の概要 

１ 展示事業  ２ 図書映像資料等閲覧事業  ３ 関連情報提供事業  

《常設展示について》   

体験者の証言を基に戦場で負傷したある兵士の足跡を辿る形で戦傷病者とその家族の労苦をお伝えします。 

        
                                                           戦場スケッチ 

《企画展について》  

常設展示とは違った視点や内容等により、春と夏に企画展を開催します。また高知県で地方展を開催する予定で

す。 

 

企画展（平成 19 年度から毎年開催） 

平成 30 年３月６日～５月６日 目となり 手となり 足となり～戦傷病者を支えた義眼・義手・義足～ 

平成 30 年７月頃 テーマ未定 

平成 31 年３月頃 テーマ未定 

 

地方展（平成２７年度から開催） 

平成 30 年６月 30 日～７月８日 しょうけい館-戦傷病者史料館- 長崎展（仮称） 

 

場 所 〒102-0074 東京都千代田区九段南１－５－13 ツカキスクエア九段下 

開 館 時 間 10:00～17:30（入館は午後 17:00 まで） 

休 館 日 月曜日（祝日、振替休日のときはその翌日）、年末年始  

ア ク セ ス   地下鉄「九段下」（東西線、半蔵門線、都営新宿線） 

ホームページ   http://www.shokeikan.go.jp 

入 館 料   無料 
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第４ 中国残留邦人等の数

１ 中国残留邦人の状況（平成29年12月31日現在）

（１） 孤児の肉親調査

孤児総数 2,818人

うち身元判明者 1,284人

（２） 永住帰国の状況

永住帰国者の総数 6,721人 （家族を含めた総数 20,902人）

うち孤 児 2,556人 （ 〃 9,377人）

うち婦人等 4,165人 （ 〃 11,525人）

（注） 孤児世帯の中に夫婦とも孤児の者が４世帯いるので、帰国世帯数は、孤児2,552世帯、

婦人等4,165世帯、計6,717世帯である。

（３） 一時帰国の状況

一時帰国の延人数 6,017人 （家族を含めた総数 10,107人）

うち孤 児 1,408人 （ 〃 2,760人）

うち婦人等 4,609人 （ 〃 7,347人）

２ 樺太等残留邦人の状況（平成29年12月31日現在）

（１） 永住帰国の状況

永住帰国者の総数 109人（家族を含めた総数 275人）

うち樺太 86人（ 〃 220人）

うち旧ソ連本土 23人（ 〃 55人）

（注）永住帰国者世帯の中には、残留邦人である家族が５人いるので、残留邦人の帰国世帯総数は

104世帯である。

（２） 一時帰国の状況

一時帰国の延人数 2,271人（家族を含めた総数 3,309人）

うち樺太 1,998人（ 〃 2,836人）

うち旧ソ連本土 273人（ 〃 473人）

３ 満額の老齢基礎年金を受給するための一時金受給者数

平成29年12月31日現在

6,228人

平成29年11月現在（福祉行政報告例）４ 支援給付受給者数

4,196世帯 6,203人

平成29年11月現在（福祉行政報告例）５ 配偶者支援金受給者数

403人
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て
も
保
険
料
の

納
付
を
認
め
る
。

・
納
付
に
必
要
な
額
は
全
額
国
が
負
担
す
る
こ
と
に
よ
り
、
満
額
の
老
齢
基
礎
年
金
等
を
支
給
。

＜
支
援
給
付
＞

・
満
額
の
老
齢
基
礎
年
金
等
に
つ
い
て
は
、
収
入
認
定
除
外

厚
生
年
金
等
そ
の
他
の
収
入
が
あ
る
者
に
つ
い
て
は
、
そ
の

3割
を
収
入
認
定
除
外

・
生
活
支
援
給
付
の
他
に
、
住
宅
費
、
医
療
費
、
介
護
費
等
も
個
々
の
世
帯
に
応
じ
て
支
給

・
中
国
語
等
の
で
き
る
支
援
・
相
談
員
の
配
置

＜
配
偶
者
支
援
金
＞

・
中
国
残
留
邦
人
等
死
亡
後
の
特
定
配
偶
者
（
「
特
定
中
国
残
留
邦
人
等
が
永
住
帰
国
す
る
前
か
ら
継
続

し
て
配
偶
者
で
あ
る
者
）
に
対
し
て
支
給

地 域 で の 支 援生 活 支 援研 修 施 設 で の 支 援

＜
帰
国
後
６
ヶ
月
間
の
定
着
促
進
支
援

(首
都
圏
セ
ン
タ
ー
）
＞
宿
泊
・
通
所
研
修

＊
平
成
２
８
年
度
か
ら
、
中
国
帰
国
者
定
着
促
進
セ
ン
タ
ー
の
機
能
を
統
合

・
集
中
的
な
日
本
語
教
育
、
生
活
指
導
、
就
職
相
談
等
の
定
着
促
進
事
業

＜
定
着
促
進
支
援
修
了
後
１
年
間
の
自
立
研
修
支
援

(首
都
圏
セ
ン
タ
ー
）
＞
通
所
研
修

・
集
中
的
な
日
本
語
習
得
支
援
、
生
活
相
談
等
を
行
う
自
立
研
修
事
業

＜
永
続
的
な
支
援
（
７
セ
ン
タ
ー
共
通
）
＞
通
所
研
修

・
日
本
語
学
習
支
援
、
日
本
語
交
流
サ
ロ
ン
支
援

・
生
活
相
談
、
地
域
の
人
々
や
帰
国
者
同
士
の
交
流
支
援

・
各
自
治
体
が
実
施
す
る
地
域
生
活
支
援
事
業
に
対
す
る
助
言
・
協
力
等
の
支
援

・
介
護
に
係
る
環
境
整
備
事
業

※ 国 が 委 託 す る 施 設 で の 支 援

※ 自 治 体 が 支 援 給 付 及 び 配 偶 者

支 援 金 の 支 給 事 務 を 実 施

※ 自 治 体 が 地 域 の 実 情

に 応 じ て 実 施

中
国
帰
国
者

支
援
・
交
流
セ
ン
タ
ー

（
全
国
７
ブ
ロ
ッ
ク
に
設
置
）

（
北
海
道
、
東
北
、
首
都
圏
、

東
海
・
北
陸
、
近
畿
、

中
国
・
四
国
、
九
州
）

満
額
の
老
齢
基
礎

年
金
等
の
支
給

支
援
給
付
及
び

配
偶
者
支
援
金
の
支
給

地
域
で
の
多
様
な

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
活
用
し
、

地
域
で
安
定
し
て
生
活

で
き
る
環
境
を
構
築

※
生
活
困
窮
者
就
労
準
備
支
援
事
業

費
等
補
助
金
事
業
（
1
0
/
1
0
国
庫
補

助
)と
し
て
実
施
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（
参
考
１
）

定
着
後
の
生
活
支
援

○
地
域
に
定
着
後
は
、
生
活
支
援
を
受
け
な
が
ら
、
中
国
帰
国
者
支
援
・
交
流
セ
ン
タ
ー
等
や
地
域
社
会
で
の
生
活
支
援
に
よ
り
日
本
語
を
学
ん
だ
り
、

交
流
事
業
等
へ
本
人
の
希
望
で
参
加
で
き
る
。

中
国
帰
国
者
支
援
・
交
流
セ
ン
タ
ー

・
通
所
施
設

(全
国
７
ヶ
所
に
設
置

)
・
進
度
別
、
目
的
別
ニ
ー
ズ
に
合
わ
せ
た
日
本
語
習
得
支
援

・
生
活
相
談
や
地
域
社
会
、
帰
国
者
同
士
の
交
流
支
援

・
帰
国
者
の
生
活
に
資
す
る
情
報
の
提
供

・
中
国
残
留
邦
人
等
へ
の
理
解
を
深
め
る
普
及
啓
発
活
動

・
介
護
に
係
る
環
境
整
備
事
業

・
定
着
促
進
事
業
、
自
立
研
修
事
業
の
実
施
等

（
首
都
圏
セ
ン
タ
ー
）

地
域
社
会
に
お
け
る
生
活
支
援

・
地
域
住
民
に
対
す
る
広
報
活
動
事
業
へ
の
支
援

・
地
域
で
実
施
す
る
日
本
語
交
流
事
業
へ
の
支
援

・
地
域
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
が
実
施
す
る
日
本
語
教
室
及
び
二
世
の

就
労
に
資
す
る
日
本
語
教
室
に
対
す
る
支
援

・
医
療
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
た
め
の
自
立
支
援
通
訳
の

派
遣
支
援

・
就
労
相
談
員
に
よ
る
就
労
支
援

・
日
本
語
教
室
、
交
流
事
業
等
へ
の
参
加
に
必
要
な
交
通
費
、

教
材
費
の
支
援
等

下
記
を
活
用
し
て
地
域
社
会
で
の
生
活
を
支
援
し
て
い
る
。

日
本
語
教
室
や
交
流
事
業

の
実
施
に
際
し
て
は
、
支

援
・
交
流
セ
ン
タ
ー
の
地
域

支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
を

活
用
し
積
極
的
に
連
携
い

だ
き
た
い
。

満
額
の
老
齢
基
礎
年
金
等
の
支
給

支
援
給
付
の
支
給

中
国
残
留
邦
人
等
の
老
後

の
生
活
の
安
定
の
た
め
の

特
別
な
措
置
と
し
て
、
満
額

の
老
齢
基
礎
年
金
等
の
支

給
と
支
援
給
付
の
支
給
を

行
う
。

・
満
額
の
老
齢
基
礎
年
金
等
に
つ
い
て
は
、
収
入
認
定
除
外

・
厚
生
年
金
等
そ
の
他
の
収
入
が
あ
る
者
に
つ
い
て
は
、
そ
の
３
割

を
収
入
認
定
除
外

・
生
活
支
援
給
付
の
他
に
、
住
宅
費
、
医
療
費
、
介
護
費
等
も
個
々

の
世
帯
に
応
じ
て
支
給

・
中
国
語
等
の
で
き
る
支
援
・
相
談
員
の
配
置

○
永
住
帰
国
し
て
か
ら
１
年
後
に
要
件
を
満
た
す
方
は
、
満
額
の
老
齢
基
礎
年
金
等
と
支
援
給
付
が
受
け
ら
れ
る
。

・
帰
国
前
の
公
的
年
金
に
加
入
で
き
な
か
っ
た
期
間
だ
け
で

な
く
、
帰
国
後
の
期
間
に
つ
い
て
も
納
付
を
認
め
る

・
納
付
に
必
要
な
額
は
全
額
国
が
負
担
す
る
こ
と
に
よ
り
、
満

額
の
老
齢
基
礎
年
金
等
を
支
給

○
支
援
給
付
を
受
け
て
い
る
中
国
残
留
邦
人
等
の
死
亡
後
に
、
特
定
配
偶
者
※
に
対
し
て
支
援
給
付
に
加
え
て
配
偶
者
支
援
金
を
支
給
す
る
。

配
偶
者
支
援
金
の
支
給

・
満
額
の
老
齢
基
礎
年
金
の
３
分
の
２
相
当
額
を
支
給

・
配
偶
者
支
援
金
は
、
全
額
収
入
認
定
除
外

※
特
定
配
偶
者
と
は
、
中
国
残
留
邦
人
等
が
永
住
帰
国
す
る
前
か
ら
継
続
し
て
そ
の
配
偶
者
で
あ
る
者
を
い
う
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中国残留邦人等の介護に係る環境整備
（各中国帰国者支援・交流センターに委託して実施）

ボランティアの訪問先・日時等を
コーディネーターがマッチング

中国帰国者支援・交流センター
（全国７か所）

◎ 語りかけボランティアの募集・研修

◎ 中国残留邦人等のニーズとボランティアの希望を調整し

訪問先・日程等を調整

◎ 支援･相談員への情報提供・助言、支援･相談員からの

相談対応

◎ 管内介護事業所について中国語対応能力などの実態

把握

中国残留邦人等
語りかけボランティア

介護支援
コーディネータｰ

中国残留邦人等は高齢化し、介護サービスの需要も年々増加しているが、言葉の問題や生活
習慣の違いなどから、介護サービスの細かい内容について要望を伝えることができないことや、

事業所職員や周りの利用者等とのコミュニケーションが取れないことなどにより、希望する介護

サービスを受けられない等の状況にある。

これらの問題を解消するため、中国残留邦人等が安心して介護サービスを受けられる環境を整

備する。

１ 全国７ヶ所の中国帰国者支援・交流センターに、中国残留邦人等の特性を理解し、介護に関

する知識を有する「介護支援コーディネーター」を配置する。

２ 介護事業所や中国残留邦人等の居宅を訪問し、中国語による語りかけを行うボランティアとし

て、同センターに「中国残留邦人等語りかけボランティア」を登録する仕組みを設ける。

（事業のイメージ）

訪問

登
録

介護サービス利用に困難
のある中国残留邦人等

（参考２）
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（参考４）
公営住宅の住替え関係（参考通知）

○「中国残留邦人等の公営住宅への入居の取扱いについて」（平成20年３月31日付け国住備
第143号 国土交通省住宅総合整備課長から各都道府県住宅管理担当部長あて通知）

第三 特定入居の取扱いについて
中国残留邦人等の平均年齢が約７０歳と高齢化していること、帰国した中国残留邦人等の多く

が公営住宅に入居していることに鑑み、現に公営住宅に入居している中国残留邦人等又は同居
者が加齢、病気等によって日常生活に身体の機能上の制限を受ける者となった場合等公営住宅
法施令第５条第３号に該当する場合には、特定入居による住替えの積極的な活用について検討
されたい。

○「公営住宅に係る優先入居の取扱いについて」（平成25年６月27日付け国住備第57号 国土
交通省住宅総合整備課長から各都道府県住宅管理担当部長あて通知）

第二 優先入居の対象世帯等
法令等において公営住宅への入居における特別の配慮等が位置付けられている者等、次

の世帯については、現在の社会情勢に照らし、特に住居の安定確保が必要な者として優先入居
の取扱いを行うことが適当と考えられます。事業主体においては、これらの世帯の取扱いについ
て、関係通知を参考にしつつ適切な運用をお願い致します。
①～⑦ 略
⑧ 中国残留邦人等世帯

支援給付受給世帯数 配置人数 稼働日数の目安（年間）

１世帯 １人 ７日間

２世帯以上４世帯以下 １人 ２１日間

５世帯以上９世帯以下 １人 ４９日間

１０世帯以上１９世帯以下 １人 １０５日間

２０世帯以上２９世帯以下 １人 １７５日間

３０世帯以上５９世帯以下 １人 常勤

６０世帯以上８９世帯以下 ２人 常勤

９０世帯以上１１９世帯以下 ３人 常勤

１２０世帯以上１４９世帯以下 ４人 常勤

１５０世帯以上１７９世帯以下 ５人 常勤

１８０世帯以上 ６人 常勤

※中国残留邦人等の状況やニーズに応じた弾力的運用も可能（要協議）。

（参考３）
支援・相談員配置基準
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（参考５）地域生活支援事業の実施状況等

１．自立支援通訳の派遣内容内訳

派遣内容 平成２８年度

医療機関・介護施設への派遣

関係行政機関への派遣 9.6%

その他の派遣 6.0%

派遣回数

２．支援給付受給世帯数と支援・相談員の配置人数

平成２６年度 平成２８年度

支援給付受給世帯数 4,509 4,307

支援・相談員配置人数 399

※支援給付受給世帯数は「福祉行政報告例」における月平均

３．主な中国残留邦人等地域生活支援事業の実施状況

事業内容 平成２６年度 平成２７年度

地域住民に対する

広報活動事業
12

地域で実施する日本語

交流事業の支援
58

日本語教室の開催に

必要な経費の支援
65

自立支援通訳派遣事業 86

交通費・教材費の支援 146

※数字は自治体数（都道府県、指定都市、中核市、一般市を含む）

84.4%

20,951

10

59

59

110

137

380

平成２６年度

95.2%

2.6%

2.2%

15,497

平成２７年度

95.1%

3.0%

1.9%

16,602

平成２７年度

4,402

402

平成２８年度

11

57

61

88

134
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※
金
額
に
つ
い
て
は
、
平
成
３
０
年
４
月
１
日
現
在
の
額

※
生
活
支
援
給
付
は
、
１
級
地
－
１
（
例
え
ば
東
京
2
3
区
）
の
例
。
(夫
婦
世
帯
、
単
身
世
帯
)

支
援
法
の
改
正

①
支
援
給
付
の
支
給

②
老
齢
基
礎
年
金
の
支
給

③
中
国
残
留
邦
人
等

の
特
定
配
偶
者
に
対

す
る
配
偶
者
支
援
金

の
支
給

③
配
偶
者
支
援
金

(満
額
の
老
齢
基
礎

年
金
の
２
／
３
相
当
額
)

4
3
,2
9
4
円

[残
留
邦
人
の
夫
婦
世
帯
］

残
留
邦
人
本
人
が
生
存
中

②
残
留
邦
人
本
人
に

対
す
る
年
金

6
4
,9
4
1
円

本
人
が
死
亡

① 夫
婦
の

生
活
支
援
給
付

1
2
0
,7
3
0
円

[配
偶
者
単
身
の
世
帯
］

[配
偶
者
単
身
の
世
帯
］

②
中
国
残
留
邦

人
等
の
老
齢
基

礎
年
金
の
満
額

支
給

①
’
支
援
給
付
の
支
給

③
配
偶
者
支
援
金
の
支
給

（
平
成
2
6
年
1
0
月
1
日
施
行
）

①
’
支
援
給
付
の
支
給

支
援
法
の
改
正

② 本
人
死
亡
後
は

支
給
さ
れ
な
い

①
支
援
法
に
基
づ
く
支
援
給
付
の
支
給

生
活
費
の
み
な
ら
ず
、
住
宅
費
、
医
療
費
、

介
護
費
等
も
個
々
の
世
帯
の
状
況
に
応
じ
て

対
応
す
る
。

①
’

配
偶
者
の

生
活
支
援
給
付

8
0
,8
7
0
円

①
’

配
偶
者
の

生
活
支
援
給
付

8
0
,8
7
0
円

第
６
配
偶
者
支
援
金
（
中
国
残
留
邦
人
等
の
配
偶
者
に
対
す
る
支
援
策
）

中
国
残
留
邦
人
等
の
死
亡
後
に
、
特
定
配
偶
者
に
対
し
て
支
援
給
付
に
加
え
て
、
配
偶
者
支
援
金
（
満
額
の
老
齢
基
礎
年

金
の
３
分
２
相
当
額
）
を
支
給
す
る
。
（
平
成
2
6
年
1
0
月
１
日
施
行
）

特
定
配
偶
者
と
は
、
特
定
中
国
残
留
邦
人
等
が
永
住
帰
国
す
る
前
か
ら
継
続
し
て
当
該
特
定
中
国
残
留
邦
人
等
の
配
偶
者

で
あ
る
者
を
い
う
。
（
平
成
2
5
年
改
正
後
の
支
援
法
第
２
条
第
３
項
）
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第７　中国帰国者支援・交流センター一覧

〒060-0002 北海道札幌市中央区北２条西７丁目１番地
　　　　　 北海道社会福祉総合センター３階

平19.8.1

　　社会福祉法人
  　北海道社会福祉協議会
    　TEL：011-241-3976
    　FAX：011-251-3971

〒980-0014 宮城県仙台市青葉区本町３－７－４
           宮城県社会福祉会館

平19.8.1

　　社会福祉法人
  　宮城県社会福祉協議会
    　TEL：022-225-8476
    　FAX：022-715-8507

〒110-0015 東京都台東区東上野１－２－１３
           ｶｰﾆｰﾌﾟﾚｲｽ新御徒町6階(教室)･7階(事務所)

平13.11.1

　　公益財団法人
  　中国残留孤児援護基金
   　 TEL：03-3501-1050
    　FAX：03-3501-1026

〒461-0014　愛知県名古屋市東区橦木町１－１９
            日本棋院中部会館６階

平18.9.1

　　社会福祉法人
　　愛知県厚生事業団
   　 TEL：052-325-7325
    　FAX：052-325-7320

〒530-0026　大阪府大阪市北区神山町１１―１２ 平13.11.1

　　公益財団法人
  　大阪ＹＷＣＡ
   　 TEL：06-6361-0838
  　  FAX：06-6361-2997

〒732-0816　広島県広島市南区比治山本町１２－２
            広島県社会福祉会館内

平18.9.1

　　社会福祉法人
　　広島県社会福祉協議会
    　TEL：082-254-3411
    　FAX：082-252-2133

〒816-0804　福岡県春日市原町３丁目１番７
            福岡県総合福祉ｾﾝﾀｰ(ｸﾛｰﾊﾞｰﾌﾟﾗｻﾞ)内

平16.6.1

　　社会福祉法人

    　TEL：092-584-3377
   　 FAX：092-584-3369

●支援・交流センターＨＰ　http://www.sien-center.or.jp/

平成30年１月31日現在

名　称
所　在　地

所長名
開設年月日

（事業の実施主体） （委託団体の長）

 TEL：022-263-0948
 FAX：022-217-9388

交通：
地下鉄南北線勾当台公園駅から徒歩約８分
市バス県庁市役所前下車徒歩約５分

米 谷　 満

北海道中国帰国者
支援・交流センター 　センター所長

 TEL：011-252-3411
 FAX：011-252-3412

交通：
ＪＲ札幌駅から徒歩約８分
地下鉄南北線さっぽろ駅から徒歩約８分
地下鉄南北線・東西線大通駅から徒歩約１０分

齋 藤　 昇

　北海道社会福祉協議会

〒060-0002 北海道札幌市中央区北２条西７丁目１番地
           北海道社会福祉総合センター３階

　　会長

長 瀬　 清

東北中国帰国者
支援・交流センター 　センター所長

　宮城県社会福祉協議会

〒980-0011 宮城県仙台市青葉区上杉１－２－３
           宮城県自治会館３F

　　会長

鈴 木　隆 一

首都圏中国帰国者
支援・交流センター 　センター所長

 TEL：03-5807-3171
 FAX：03-5807-3174

交通：
つくばエクスプレス、都営地下鉄大江戸線「新御徒町駅」A１出口より
徒歩１分
ＪＲ山手線「御徒町駅」北口より徒歩７分
東京メトロ日比谷線「仲御徒町駅」３出口より徒歩６分
東京メトロ銀座線「稲荷町駅」より徒歩６分

小 林　悦 夫

　中国残留孤児援護基金

〒105-0001 東京都港区虎ノ門１丁目５番８号
           オフィス虎ノ門１ビル

　　理事長

炭 谷　 茂

 TEL：06-6361-6114
 FAX：06-6361-2997

交通：阪急梅田駅から東へ徒歩１０分
阪神梅田駅から東へ徒歩１０分
ＪＲ大阪駅から東へ徒歩１０分
地下鉄堺筋線扇町駅A２番出口から西へ徒歩５分
地下鉄谷町線中崎町駅１番出口から南へ徒歩５分
ＪＲ環状線天満駅から西へ徒歩７分

山 下  つ ね よ

東海・北陸中国帰国者
支援・交流センター 　センター所長

 TEL：052-954-4070
 FAX：052-954-4071

交通：
名古屋駅市バスターミナル　グリーンホーム５番
　上飯田行きまたは大曽根行き利用東片端下車　徒歩３分
ＪＲ名古屋駅・名鉄名古屋駅から地下鉄桜通線利用
　高岳駅下車１番出口北へ徒歩１０分
ＪＲ金山駅・名鉄金山駅から地下鉄名城線利用久屋大通駅
　乗換え地下鉄桜通線高岳駅下車１番出口北へ徒歩１０分

木 村  啓 一

　愛知県厚生事業団

〒461-0032　愛知県名古屋市東区出来町２－８－２１
　　理事長

樋 口　光 男

近畿中国帰国者
支援・交流センター 　センター所長

　大阪ＹＷＣＡ

〒530-0026　大阪府大阪市北区神山町１１―１２
　　代表理事

鹿 野　幸 枝

中国・四国中国帰国者
支援・交流センター 　センター所長

 TEL：082-250-0210
 FAX：082-254-2464

交通：
広島･広電バス｢皆実町１丁目｣(産業会館前)下車 徒歩１分
路面電車｢比治山橋」電停下車 徒歩５分
広島･広電バス｢大学病院入口」下車 徒歩１０分

松 野　禎 水

　広島県社会福祉協議会

〒732-0816　広島県広島市南区比治山本町１２－２
　　会長

山 本　一 隆

　　福岡県社会福祉協議会 〒816-0804　福岡春日市原町３丁目１番７
            福岡県総合福祉ｾﾝﾀｰ(ｸﾛｰﾊﾞｰﾌﾟﾗｻﾞ)内

　　会長

小川　弘毅

九州中国帰国者
支援・交流センター 　センター所長

 TEL：092-589-6667
 FAX：092-589-6665

交通：
ＪＲ鹿児島本線「春日駅」下車　徒歩１分
西鉄大牟田線「春日原駅」下車　徒歩９分
西鉄バス「ＪＲ春日駅」下車　徒歩１分

迫 丸　恒 子

　福岡県社会福祉協議会
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第８ 中国残留孤児訪日調査の実施状況及び判明率の推移
平成30年１月31日現在

１ 集団による訪日調査によるもの

区 分（実施時期） 訪 日 人 員 う ち 判 明 判 明 率

第１次 （昭56.3） ４７人 ３０人 ６３．８％

第２次 （昭57.2～3） ６０ ４５ ７５．０

第３次 （昭58.2～3） ４５ ２５ ５５．６

第４次 （昭58.12） ６０ ３７ ６１．７

第５次 （昭59.2～3） ５０ ２７ ５４．０

第６次 （昭59.11～12） ９０ ３９ ４３．３

第７次 （昭60.2～3） ９０ ３９ ４３．３

第８次 （昭60.9） １３５ ４１ ３０．４

第９次 （昭60.11～12） １３５ ３４ ２５．２

第10次 （昭61.2～3） １３０ ３４ ２６．２

第11次 （昭61.6） ２００ ８０ ４０．０

第12次 （昭61.9） ２００ ６４ ３２．０

第13次 （昭61.10～11） １００ ３４ ３４．０

第14次 （昭61.12） ４２ １５ ３５．７

第15次 （昭62.2～3） １０４ ２８ ２６．９

昭62-1 （昭62.11） ５０ １０ ２０．０

昭62-2 （昭63.2～3） ５０ １３ ２６．０

昭63-1 （昭63.6～7） ３５ １２ ３４．３

昭63-2 （平元.2～3） ５７ ９ １５．８

平成元年 （平2.2～3） ４６ １２ ２６．１

平成２年 （平2.11～12） ３７ ４ １０．８

平成３年 （平3.11～12） ５０ ６ １２．０

平成４年 （平4.11～12） ３３ ４ １２．１

平成５年 （平5.10～11） ３２ ５ １５．６

平成６年 （平6.11～12） ３６ ５ １３．９

平成７年 （平7.10～11） ６７ ７ １０．４

平成８年 （平8.10～11） ４３ ４ ９．３

平成９年 （平9.10） ４５(１) ３ ６．８

平成10年 （平10.11） ２７ ５ １８．５

平成11年 （平11.11） ２０ ２ １０．０

計 ２１１６(１) ６７３ ３１．８

注：( )内の１人は、訪日後、日本人孤児を取り消された者で内数

２ 訪日対面調査によるもの

区 分 情報公開人員 う ち 判 明 判 明 率

平成12年 （平12.11） ２０人 ３人 １５．０％

平成13年 （平13.11） ２０ ４ ２０．０

平成14年 （平14.11） ６ １ １６．７

平成15年 （平16.2） １０ １ １０．０

平成16年 （平16.11） １２ １ ８．３

平成17年 （平17.11） ５ ０ ０．０

平成18年 （平18.11） ７ ０ ０．０

平成19年 （平19.11） ４ １ ２５．０

平成20年 （平20.11） ３ １ ３３．３

平成21年 （平21.11） １ ０ ０．０

平成23年 （平23.11～12） １ ０ ０．０

平成24年 （平24.11～12） １ ０ ０．０

計 ９０ １２ １３．３

平成22年度・平成25年度～平成28年度は情報公開者が無かったため、訪日対面調査注：
は行っていない（平成29年度も実施はない見込 。）
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第9　都道府県・指定都市本庁が行う監査業務の流れ概要

実　地　監　査 書　面　監　査

実施機関で監査を実施
提出された監査資料に基づき
確認等を行い、書面監査を実施

復命会を実施

都道府県・指定都市本庁が実施機関に対して実施した実地監査及び書面監査の
結果について所定の様式で翌年７月末までに厚生労働省へ報告

実地監査を行う実施機関を選定
実地監査を行わない実施機関に対しては書面監査を実施

指導台帳の整理

実施機関に実施通知を発出

実施機関から監査資料の提出

監査結果通知を発出

実施機関から監査結果通知に対する是正改善結果報告の提出
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実　地　監　査 書　面　監　査

実地監査実施２ヶ月前
都道府県・指定都市本庁に実施通知を
発出

４月下旬
都道府県・指定都市本庁に実施通知を
発出

実地監査実施２週間前
都道府県・指定都市本庁は監査資料を
提出

監査資料提出日
都道府県・指定都市本庁は監査資料を
提出

実地監査（３日間程度）
都道府県・指定都市本庁及び実施機関
で監査を実施

提出された監査資料に基づき確認等を
行い、書面監査を実施

実地監査終了後
復命会を実施

実地監査実施後１ヶ月半以内
実地監査結果通知を発出

書面監査実施後概ね２ヶ月以内
書面監査結果通知を発出

監査結果通知後２ヶ月以内
実地監査結果通知に対する是正改善
結果報告を提出

監査結果通知後２ヶ月以内
書面監査結果通知に対する是正改善
結果報告を提出

第10　厚生労働省が実施する支援給付等施行事務監査の１年の流れ

翌年度の７月末
都道府県・指定都市本庁が実施機関に対して実施した実地監査及び書面監査の結果につ
いて所定の様式で翌年７月末までに厚生労働省へ報告

４月６日（予定）
都道府県・指定都市より事前協議資料の提出

４月中旬以降
実地監査を行う都道府県・指定都市本庁及び実施機関を選定

実地監査を行わない都道府県・指定都市本庁に対しては書面監査を行う
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【
国
の
責
務
】

・
国
が
戦
没
者
の
遺
骨
収
集
の
推
進
に
関
す
る
施
策
を
総
合
的
に
策
定
し
、
確
実
に
実
施

・
平
成
2
8
年
度
か
ら
平
成
36
年
度
ま
で
の
間
を
戦
没
者
の
遺
骨
収
集
の
推
進
施
策
の
集
中
実
施
期
間
と
す
る
こ
と

・
厚
生
労
働
大
臣
は
、
戦
没
者
の
遺
骨
収
集
の
円
滑
・確
実
な
実
施
を
図
る
た
め
、
外
務
大
臣
、
防
衛
大
臣
等
と
連
携
協
力
を
図
る
こ
と

【
基
本
計
画
に
基
づ
く
実
施
】

・
政
府
は
、
戦
没
者
の
遺
骨
収
集
の
推
進
に
関
す
る
基
本
計
画
（
平
成
36
年
度
ま
で
の
集
中
実
施
期
間
）を
策
定

・
政
府
は
、
地
域
の
状
況
に
応
じ
た
計
画
的
・効
果
的
な
遺
骨
収
集
を
実
施

【
実
施
法
人
の
指
定
】

・
戦
没
者
の
遺
骨
収
集
に
関
す
る
活
動
を
行
う
こ
と
を
目
的
と
し
、
情
報
収
集
、
遺
骨
の
収
容
、
送
還
等
を
適
正
か
つ
確
実
に
行
う
こ
と
が

で
き
る
と
認
め
ら
れ
る
一
般
社
団
法
人
又
は
一
般
財
団
法
人
を
厚
生
労
働
大
臣
が
指
定

【
そ
の
他
】

・
政
府
の
財
政
上
の
措
置
等

・
情
報
収
集
及
び
分
析

・
関
係
国
政
府
等
の
理
解
と
協
力

・
鑑
定
等
の
体
制
整
備

［
厚
生
労
働
省
設
置
法
の
改
正
］

・
戦
没
者
の
遺
骨
の
収
集
等
を
厚
生
労
働
省
の
所
掌
事
務
と
し
て
法
律
上
明
示

［
施
行
期
日
］

・
平
成
2
8
年
４
月
１
日

第
11
「
戦
没
者
の
遺
骨
収
集
の
推
進
に
関
す
る
法
律
」
（
平
成

28
年
法
律
第

12
号
）
に
つ
い
て

※
平
成

27
年
９
月

11
日
、
衆
議
院
厚
生
労
働
委
員
長
提
出
。
同
日
衆
厚
労
委
・
衆
議
院
で
可
決
（
全
会
一
致
）
、
参
議
院
は
継
続
審
議
へ
。

平
成

28
年
２
月

18
日
、
参
厚
労
委
可
決
、
２
月

24
日
、
参
議
院
で
修
正
を
経
て
可
決
（
全
会
一
致
）
、
衆
議
院
へ
回
付
。
３
月

23
日
、

衆
厚
労
委
可
決
、
３
月

24
日
、
衆
議
院
で
可
決
、
成
立
（
全
会
一
致
）

第
11
「
戦
没
者
の
遺
骨
収
集
の
推
進
に
関
す
る
法
律
」
（
平
成

28
年
法
律
第

12
号
）
に
つ
い
て

※
平
成

27
年
９
月

11
日
、
衆
議
院
厚
生
労
働
委
員
長
提
出
。
同
日
衆
厚
労
委
・
衆
議
院
で
可
決
（
全
会
一
致
）
、
参
議
院
は
継
続
審
議
へ
。

平
成

28
年
２
月

18
日
、
参
厚
労
委
可
決
、
２
月

24
日
、
参
議
院
で
修
正
を
経
て
可
決
（
全
会
一
致
）
、
衆
議
院
へ
回
付
。
３
月

23
日
、

衆
厚
労
委
可
決
、
３
月

24
日
、
衆
議
院
で
可
決
、
成
立
（
全
会
一
致
）

平
成
2
8年
5月
31
日
閣
議
決
定

平
成
2
8年
8月
19
日
法
人
を
指
定

【
指
定
法
人
】
一
般
社
団
法
人
「
日
本
戦
没
者
遺
骨
収
集
推
進
協
会
」

【
会

長
】
尾
辻
秀
久
参
議
院
議
員

【
所
属
団
体
（
１
２
団
体
）
】

（
一
財
）
日
本
遺
族
会

特
定
非
営
利
活
動
法
人
太
平
洋
戦
史
館

（
公
財
）
大
東
亜
戦
争
全
戦
没
者
慰
霊
団
体
協
議
会

硫
黄
島
協
会

（
一
財
）
全
国
強
制
抑
留
者
協
会

特
定
非
営
利
活
動
法
人
J
Y
M
A
日
本
青
年
遺
骨
収
集
団

東
部
ニ
ュ
ー
ギ
ニ
ア
戦
友
・
遺
族
会

特
定
非
営
利
活
動
法
人
国
際
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
学
生
協
会

全
国
ソ
ロ
モ
ン
会

小
笠
原
村
在
住
硫
黄
島
旧
島
民
の
会

水
戸
二
連
隊
ペ
リ
リ
ュ
ー
島
慰
霊
会

特
定
非
営
利
活
動
法
人
日
本
地
雷
処
理
を
支
援
す
る
会
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「戦
没
者
の
遺
骨
収
集
の
推
進
に
関
す
る
基
本
的
な
計
画
（平
成

28
年
５
月

31
日
閣
議
決
定
）」
概
要

 

 第
５
条
 
政
府
は
、
集
中
実
施
期
間
に
お
け
る
戦
没
者
の
遺
骨
収
集
の
推
進
に
関
す
る
施
策
を
総
合
的
か
つ
計
画
的
に
行
う
た
め
、
戦
没
者

の
遺
骨
収
集
の
推
進
に
関
す
る
基
本
的
な
計
画
（
以
下
「
基
本
計
画
」
と
い
う
。
）
を
策
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
３
 
厚
生
労
働
大
臣
は
、
基
本
計
画
の
案
を
作
成
し
、
閣
議
の
決
定
を
求
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

戦
没
者
の
遺
骨
収
集
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（抄
）
 

１
．
集
中
実
施
期
間

 
 
・
 
平
成
２
８
年
度
か
ら
平
成
３
６
年
度
ま
で
を
遺
骨
収
集
推
進
施
策
の
集
中
実
施
期
間
と
し
、
平
成
２
９
年
度
ま
で
に
各
国
の
国
立
公
文

 

 
 
書
館
等
の
文
書
等
の
収
集
や
現
地
調
査
と
い
っ
た
必
要
な
情
報
の
収
集
に
集
中
的
に
取
り
組
み
、
そ
れ
ら
の
情
報
等
を
も
と
に
戦
没
者

 

 
 
の
遺
骨
収
集
を
実
施
す
る
。

 
 ２
．
関
係
行
政
機
関
と
の
連
携
協
力

 
 
・
 
厚
生
労
働
省
か
ら
協
力
を
求
め
ら
れ
た
と
き
は
、
外
務
省
、
防
衛
省
そ
の
他
関
係
行
政
機
関
は
、
可
能
な
限
り
協
力
す
る
。

 
 

 
 

 
 
（
※
）
 外
務
省
：
関
係
国
の
政
府
等
と
の
協
議
等
、
在
外
公
館
で
の
専
門
担
当
官
の
配
置
、
遺
骨
の
一
時
保
管
、

J
IC

A
へ
の
協
力
要
請

 
等

 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 防
衛
省
：
硫
黄
島
に
お
け
る
輸
送
そ
の
他
支
援
、
自
衛
艦
等
の
運
行
に
際
し
て
の
遺
骨
送
還
、
防
衛
研
究
所
の
有
す
る
情
報
及
び
知
見
の
提
供

 
等

 
 ３
．
事
業
計
画
の
策
定
、
情
報
収
集
・
遺
骨
収
集
の
実
施

 
 
（
１
）
 厚
生
労
働
省
は
、
毎
事
業
年
度
開
始
前
に
、
別
紙
の
集
中
実
施
期
間
に
お
け
る
地
域
ご
と
の
取
組
方
針
に
即
し
て
、
次
年
度
の

 

 
 

 実
施
指
針
を
策
定
し
、
指
定
法
人
は
、
毎
事
業
年
度
開
始
前
に
、
当
該
実
施
指
針
に
即
し
て
、
事
業
計
画
を
策
定
す
る
。

 

 
 

 
 
（
※
）実
施
指
針
の
策
定
に
当
た
っ
て
は
、
各
地
域
に
お
け
る
情
報
収
集
の
状
況
、
国
際
情
勢
等
を
踏
ま
え
、
地
域
特
性
等
に
応
じ
た
取
組
目
標
等
を
可
能
な
限
り

 

 
 

 
 

 
 

 
明
確
に
設
定
し
、
事
業
の
検
証
に
も
資
す
る
も
の
と
す
る
。

 
  
（
２
）
 情
報
収
集
及
び
遺
骨
収
集
に
つ
い
て
は
、
厚
生
労
働
省
の
指
導
監
督
の
下
、
指
定
法
人
が
、
必
要
に
応
じ
て
民
間
団
体
等
の
協
力

 

  
  
  
を
得
な
が
ら
、
事
業
計
画
に
基
づ
い
て
実
施
す
る
。
た
だ
し
、
相
手
国
政
府
と
の
協
議
等
を
要
す
る
場
合
な
ど
政
府
の
主
体
的
な
対
応

 

  
  
  
が
要
求
さ
れ
る
場
合
は
、
厚
生
労
働
省
が
実
施
す
る
。

 
 ４
．
戦
没
者
の
遺
骨
の
鑑
定
等

 
 
・
 
遺
骨
の
Ｄ
Ｎ
Ａ
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
化
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
遺
留
品
等
が
な
く
て
も
、
部
隊
記
録
等
の
資
料
に
よ
り
あ
る
程
度
戦
没
者
が

 

 
 
特
定
で
き
る
場
合
に
は
、
当
該
戦
没
者
と
関
係
す
る
と
思
わ
れ
る
遺
族
に
呼
び
か
け
を
行
い
、
Ｄ
Ｎ
Ａ
鑑
定
を
実
施
す
る
。

 
 ５
．
実
施
状
況
の
公
表

 
 
・
 
厚
生
労
働
省
は
、
戦
没
者
の
遺
骨
収
集
等
の
実
施
状
況
を
、
毎
事
業
年
度
終
了
後
速
や
か
に
と
り
ま
と
め
、
公
表
す
る
。

 
 

 
等

 

  

主
な
記
載
事
項
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地
域
名

 
 

 
取
組
方
針

 

沖
縄

 
 
大
規
模
な
壕
等
に
つ
い
て
、
資
料
調
査
や
民
間
団
体
等
と
の
連
携
に
よ
り
確
度
の
高
い
情
報
を
得
た
上
で
、
現
地

調
査
を
実
施
し
、
遺
骨
収
集
を
実
施
す
る
。

 
 

 
 
関
係
省
庁
で
連
携
し
、
米
軍
施
設
及
び
区
域
内
の
遺
骨
収
集
に
つ
い
て
米
国
側
の
同
意
を
得
て
、
現
地
調
査
を

実
施
し
、
遺
骨
収
集
を
推
進
す
る
。

 

硫
黄
島

 
 
関
係
省
庁
会
議
に
お
い
て
策
定
さ
れ
た
取
組
方
針
等
を
踏
ま
え
、
関
係
省
庁
が
連
携
を
図
り
つ
つ
、
遺
骨
収
集
を

推
進
す
る
。

 

（
１
）
 沖
縄
及
び
硫
黄
島

 

（
２
）
 遺
骨
収
集
を
推
進
す
る
（１
）
以
外
の
地
域

 

ミ
ャ
ン
マ
ー
、
東
部
ニ
ュ
ー

ギ
ニ
ア
、
ビ
ス
マ
ー
ク
・
 

ソ
ロ
モ
ン
諸
島

 
等

 

 
資
料
調
査
や
現
地
の
事
情
に
精
通
し
、
幅
広
い
情
報
網
を
有
す
る
民
間
団
体
等
と
の
連
携
に
よ
り
確
度
の
高
い

情
報
を
得
た
上
で
、
現
地
調
査
を
実
施
し
、
遺
骨
収
集
を
推
進
す
る
。

 

旧
ソ
連
（ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ

ン
を
除
く
）
、
モ
ン
ゴ
ル

 

 
抑
留
中
死
亡
者
の
埋
葬
地
等
に
つ
い
て
、
資
料
調
査
や
民
間
団
体
等
と
の
連
携
に
よ
り
確
度
の
高
い
情
報
を
得

た
上
で
、
現
地
調
査
を
実
施
し
、
遺
骨
収
集
を
推
進
す
る
。

 

樺
太
・
千
島
（
北
樺
太
を

除
く
）
 

 
資
料
調
査
や
民
間
団
体
等
と
の
連
携
に
よ
り
確
度
の
高
い
情
報
を
得
た
上
で
、
又
は
、
他
国
に
よ
る
戦
没
者
の

遺
骨
収
集
が
実
施
さ
れ
た
際
に
、
我
が
国
の
戦
没
者
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
遺
骨
に
関
す
る
情
報
が
得
ら
れ
た
場
合

に
は
、
現
地
調
査
を
実
施
し
、
遺
骨
収
集
を
推
進
す
る
。

 

（
３
）
 遺
骨
収
集
を
推
進
す
る
た
め
に
現
地
政
府
等
と
協
議
等
が
必
要
な
地
域

 

 
フ
ィ
リ
ピ
ン
、
中
国
本
土
、
中
国
東
北
部
（
ノ
モ
ン
ハ
ン
を
含
む
）、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
（
西
イ
リ
ア
ン
を
含
む
）、
マ
ー
シ
ャ
ル
諸
島
、
マ
リ
ア
ナ
諸
島
（
グ

ア
ム
を
含
む
）、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
、
ア
リ
ュ
ー
シ
ャ
ン
列
島
に
つ
い
て
は
、
関
係
省
庁
と
連
携
し
、
相
手
国
側
と
必
要
な
協
議
等
を
行
い
、
そ
の
結
果

を
踏
ま
え
て
遺
骨
収
集
を
推
進
す
る
。

 

 
一
柱
で
も
多
く
の
遺
骨
を
早
期
に
収
容
又
は
本
邦
に
送
還
し
、
遺
族
に
引
き
渡
す
こ
と
が
国
の
重
要
な
責
務
で
あ
る
と
の
認
識
の
下
、
遺
族
の
心
情

に
鑑
み
、
遺
骨
の
尊
厳
を
損
な
う
こ
と
の
な
い
よ
う
、
丁
重
な
配
慮
を
し
つ
つ
、
地
域
ご
と
の
取
組
方
針
に
基
づ
く
戦
没
者
の
遺
骨
収
集
を
推
進
す
る
。

 

【別
紙
】集
中
実
施
期
間
に
お
け
る
地
域
ご
と
の
取
組
方
針
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　（１）遺骨収集等

政府職員 推進協会 計

【旧ソ連抑留中死亡者】

ハバロフスク地方（事前協議・調査） H29.5.23～6.6 1 2 3 0

アムール州（事前協議・調査） H29.5.23～6.6 2 1 3 0

クラスノヤルスク地方・ケメロボ州（事前協議・調査） H29.5.30～6.13 2 1 3 0

ザバイカル地方（事前協議・調査） H29.6.6～6.20 1 1 2 0

ハバロフスク地方（遺骨収集①）※ H29.7.4～7.18 1 6 7 31

アムール州（遺骨収集）※ H29.7.4～7.18 1 9 10 24

ハバロフスク地方（遺骨収集②）※ H29.7.25～8.8 1 7 8 35

クラスノヤルスク地方（遺骨収集）※ H29.7.25～8.8 1 8 9 27

ザバイカル地方（遺骨収集）※ H29.7.25～8.8 1 6 7 92

小　　　　　計 11 41 52 209

【南方地域等】 　

北マリアナ諸島（協議） H29.4.26～4.28 2 2 4 0

パラオ諸島（現地調査①） H29.5.20～5.31 0 3 3 0

マリアナ諸島（現地調査①） H29.6.1～6.11 0 4 4 0

グアム島（協議） H29.6.6～6.9 2 0 2 0

グアム島（協議） H29.7.6～7.8 1 0 1 0

マリアナ諸島（現地調査②） H29.7.6～7.13 0 5 5 0

ミャンマー（現地調査①） H29.5.15～5.22 0 4 4 0

パラオ諸島（現地調査②） H29.7.22～8.2 0 3 3 0

ビスマーク・ソロモン諸島（現地調査①） H29.7.22～8.5 0 5 5 0

マリアナ諸島（現地調査③） H29.8.17～8.27 0 5 5 0

トラック諸島（遺骨収集）※ H29.9.9～9.19 1 7 8 0

マリアナ諸島（現地調査④） H29.9.14～9.24 0 6 6 0

ミャンマー（現地調査②） H29.9.13～9.23 0 6 6 0

ビスマーク・ソロモン諸島（現地調査②） H29.9.30～10.14 0 3 3 0

東部ニューギニア（現地調査①） H29.10.14～10.28 0 5 5 0

東部ニューギニア（現地調査②） H29.10.18～11.1 0 5 5 0

ビスマーク・ソロモン諸島（遺骨収集）※ H29.10.21～11.2 1 10 11 137

インド（遺骨収集）※ H29.11.5～11.16 1 4 5 3

東部ニューギニア（現地調査③） H29.11.11～11.29 0 5 5 0

ビスマーク・ソロモン諸島（現地調査③） H29.11.11～11.25 0 4 4 0

樺太・占守島（遺骨収集）※ H29.11.14～11.21 1 7 8 18

マリアナ諸島（現地調査⑤） H29.11.20～11.25 0 3 3 0

パラオ諸島（現地調査③） H29.11.28～12.17 0 8 8 0

ミャンマー（現地調査③） H29.12.3～12/17 0 7 7 0

ハワイ（受領） H29.12.4～12.7 2 0 2 13

東部ニューギニア（現地調査④） H29.12.6～12.13 0 2 2 0

ビスマーク・ソロモン諸島（現地調査④） H30.1.13～1.28 0 4 4 0

小　　　　計 11 117 128 171

第13　平成29年度戦没者遺骨収集・慰霊巡拝実施状況

平成30年１月末現在

地　　　域　 実 施 期 間
派　遣　人　員　　　(人) 収容

遺骨数(柱)
備　考
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政府職員 推進協会 計
地　　　域　 実 施 期 間

派　遣　人　員　　　(人) 収容
遺骨数(柱)

備　考

【硫黄島】

第１回常駐（職） H29.4.12～4.20 1 0 1 0

第２回常駐（職） H29.4.19～4.24 1 0 1 0

調整業務（職） H29.5.29～6.7 1 0 1 0

第２回調整業務（職） H29.7.4～7.13 1 0 1 0

第３回常駐（職） H29.7.12～7.20 1 0 1 0

第４回常駐（職） H29.7.19～8.3 1 0 1 0

第５回常駐（職） H29.7.30～8.10 1 0 1 0

第６回常駐（職） H29.8.9～8.21 1 0 1 0

第７回常駐（職） H29.8.20～8.31 1 0 1 0

第８回常駐（職） H29.8.31～9.6 1 0 1 0

第９回常駐（職） H29.9.3～9.11 1 0 1 0

第１２回立会指導監督・常駐※ H29.9.10～9.22 1 3 4 0 政府職員は9/25まで滞在

第１３回立会指導監督・常駐※ H29.9.21～10.3 1 3 4 0 9/26に政府職員のみ交代

第２回遺骨収集※ H29.9.21～10.3 1 32 33 1 9/26に政府職員のみ交代

第１４回立会指導監督・常駐※ H29.10.2～10.12 1 3 4 0

第１５回立会指導監督・常駐※ H29.10.11～10.24 1 3 4 0

第１６回立会指導監督・常駐※ H29.10.26～11.6 1 3 4 0

第１７回立会指導監督・常駐※ H29.11.5～11.13 1 3 4 0

第１８回立会指導監督・常駐※ H29.11.12～11.20 1 3 4 0

第１９回立会指導監督・常駐※ H29.11.19～11.30 1 3 4 0 政府職員は12/4まで滞在

第２０回立会指導監督・常駐※ H29.12.1～12.11 1 3 4 0 12/4に政府職員のみ交代

第２１回立会指導監督・常駐※ H29.12.12～12.22 1 3 4 0 12/18に政府職員のみ交代

滑走路地区地下壕調査 H29.12.13～12.18 2 0 2 0

第２２回立会指導監督・常駐※ H30.1.8～1.22 1 3 4 0 1/15に政府職員のみ交代

第２３回立会指導監督・常駐※ H30.1.21～1.29 1 3 4 0

第１１回常駐（職） H30.1.28～1.30 1 0 1 0

小　　　　計 27 68 95 1

合　　　　計 49 226 275 381

※政府職員は指導監督として派遣

注）戦没者の遺骨収集の推進に関する法律に基づき、戦没者遺骨の情報収集・遺骨の収容、送還等を適正かつ
確実に行うことができる者として、一般社団法人日本戦没者遺骨収集推進協会を厚生労働大臣が指定。
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（２）慰霊巡拝
平成３０年１月末現在

政府職員 遺　　族 計

【旧ソ連抑留中死亡者】

クラスノヤルスク地方 H29.9.3 ～ 9.12 2 6 8

ハバロフスク地方 H29.9.10 ～ 9.19 2 10 12

イルクーツク州 H29.9.17 ～ 9.26 2 8 10 1

沿海地方 H29.9.24 ～ 9.28 2 7 9

小　　　　　計 8 31 39 1

【南方地域等】

中国東北地方 H29.9.5 ～ 9.14 2 13 15 1

東部ニューギニア H29.9.20 ～ 9.27 4 21 25

インドネシア H29.10.4 ～ 10.13 4 16 20

トラック諸島 H29.10.26 ～ 11.2 2 5 7

小　　　　　計 12 55 67 1

【硫黄島】

硫黄島① H29.10.24 ～ 10.25 10 87 97 医師、看護師各1名同行

小　　　　計 10 87 97

合　　　　計 30 173 203 2

※１　遺族数に介助者は含まず

※２　補助金を支給しない参加遺族等

備　考地　　　域　 実施期間
派遣人員　(人) ほか、弾力

的運用によ
る参加者※２※１
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№ 都道府県 申請数 判明者数 否定数 鑑定待者数 備考

1 北海道 323 53 209 61

2 青森県 53 25 25 3

3 岩手県 70 25 36 9

4 宮城県 44 20 22 2

5 秋田県 35 10 19 6

6 山形県 57 15 37 5

7 福島県 62 21 30 11

8 茨城県 61 23 30 8

9 栃木県 38 16 19 3

10 群馬県 36 17 15 4

11 埼玉県 126 51 62 13

12 千葉県 140 48 71 21

13 東京都 229 81 116 32

14 神奈川県 147 38 90 19

15 新潟県 63 17 38 8

16 富山県 34 14 16 4

17 石川県 30 10 11 9

18 福井県 22 6 8 8

19 山梨県 31 12 11 8

20 長野県 70 27 35 8

21 岐阜県 54 17 36 1

22 静岡県 74 32 27 15

23 愛知県 96 40 37 19

24 三重県 40 13 16 11

25 滋賀県 24 7 16 1

26 京都府 51 12 30 9

27 大阪府 115 49 58 8

28 兵庫県 84 33 40 11

29 奈良県 43 16 12 15

30 和歌山県 34 19 12 3

31 鳥取県 15 6 7 2

32 島根県 45 18 14 13

33 岡山県 52 19 28 5

34 広島県 143 66 67 10

35 山口県 48 30 13 5

36 徳島県 18 6 10 2

37 香川県 18 5 11 2

38 愛媛県 57 20 33 4

39 高知県 43 15 25 3

40 福岡県 103 49 40 14

41 佐賀県 26 5 9 12

42 長崎県 32 11 16 5

43 熊本県 38 20 12 6

44 大分県 38 8 22 8

45 宮崎県 31 19 9 3

46 鹿児島県 52 25 21 6

47 沖縄県 172 4 32 136

99 日本国外 1 1 0 0

3,218 1,094 1,553 571
注：上記の件数はいずれも申請者の居住地都道府県別の数である。（判明数も遺骨の伝達件数ではない）

第15　都道府県別ＤＮＡ鑑定結果
平成30年1月末現在

計
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№ 都道府県名 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 合　計

1 北海道 4 4 3 3 1 15

2 青　森 1 1 2

3 岩　手 2 1 3

4 宮　城 2 4 1 2 9

5 秋　田 1 2 3

6 山　形 1 1

7 福　島 2 1 2 5

8 茨　城 2 2 4 8

9 栃　木 1 1 1 3

10 群　馬 1 1 1 1 4

11 埼　玉 3 2 5 10

12 千　葉 1 2 2 5

13 東　京 9 7 3 7 26

14 神奈川 2 3 1 3 2 11

15 新　潟 1 1 2 1 5

16 富　山 1 2 3

17 石　川 1 1 2

18 福　井 1 1 2

19 山　梨 2 2

20 長　野 2 1 2 3 8

21 岐　阜 2 1 1 1 5

22 静　岡 2 1 3

23 愛　知 1 1 2 1 1 6

24 三　重 0

25 滋　賀 1 1

26 京　都 1 1 1 3

27 大　阪 1 5 2 8

28 兵　庫 1 2 3

29 奈　良 1 2 3

30 和歌山 3 1 4

31 鳥　取 1 1 1 3

32 島　根 1 1

33 岡　山 1 1 2

34 広　島 6 4 2 2 14

35 山　口 1 1

36 徳　島 1 1

37 香　川 1 1 2

38 愛　媛 3 2 1 6

39 高　知 1 2 1 2 1 7

40 福　岡 5 3 1 9

41 佐　賀 2 2

42 長　崎 1 1 2

43 熊　本 2 2 1 1 6

44 大　分 1 2 3

45 宮　崎 2 2

46 鹿児島 1 1

47 沖　縄 1 1

99 日本国外 0

59 68 41 41 17 226

注３：上記の件数はいずれも受領遺族の居住地都道府県別の数である。

第16　戦没者遺骨の伝達実績（都道府県別過去５ヵ年）

平成30年1月末現在

計

注２：年度別の伝達実績数であり、判明数ではない。
注１： 国費によるＤＮＡ鑑定により判明した伝達数である。
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管理良好 管理不良 不　明
1 北海道 183 107 11 65
2 青森県 165 47 5 113
3 岩手県 314 170 24 120
4 宮城県 351 290 20 41
5 秋田県 465 184 7 274
6 山形県 382 37 0 345
7 福島県 474 0 0 474
8 茨城県 249 214 24 11
9 栃木県 125 107 16 2
10 群馬県 217 126 2 89
11 埼玉県 188 122 5 61
12 千葉県 342 217 20 105
13 東京都 310 106 1 203
14 神奈川県 298 122 1 175
15 新潟県 410 260 32 118
16 富山県 299 200 7 92
17 石川県 251 0 0 251
18 福井県 263 0 0 263
19 山梨県 131 59 2 70
20 長野県 176 67 2 107
21 岐阜県 458 241 3 214
22 静岡県 703 295 343 65
23 愛知県 513 320 15 178
24 三重県 164 56 7 101
25 滋賀県 446 444 0 2
26 京都府 206 160 8 38
27 大阪府 184 135 10 39
28 兵庫県 486 319 11 156
29 奈良県 246 139 8 99
30 和歌山県 245 112 8 125
31 鳥取県 89 80 6 3
32 島根県 327 68 8 251
33 岡山県 248 162 6 80
34 広島県 393 227 19 147
35 山口県 226 165 9 52
36 徳島県 96 66 6 24
37 香川県 376 166 3 207
38 愛媛県 304 242 7 55
39 高知県 193 174 11 8
40 福岡県 361 289 34 38
41 佐賀県 225 130 11 84
42 長崎県 182 182 0 0
43 熊本県 122 75 7 40
44 大分県 157 135 13 9
45 宮崎県 132 109 0 23
46 鹿児島県 178 128 2 48
47 沖縄県 321 0 0 321

13,174 7,054 734 5,386
（注）本件数については、平成２６年３月３１日付け社援企第２号「国内に建立された
民間建立戦没者慰霊碑の状況調査について（依頼）」による状況調査結果を集計した
ものである。

第17　国内における民間建立戦没者慰霊碑について

備　考

合　計

慰霊碑数
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第18 国内民間建立慰霊碑移設等事業実施要綱（案）

１ 目的

国内にある民間団体等が建立した戦没者慰霊碑（以下「慰霊碑」という ）につ。

いては、建立者や管理者（以下「建立者等」という ）が自ら維持管理を行うこと。

が基本であるが、建立者等が不明などにより管理状況不良の慰霊碑が放置されてい

ることは、戦没者慰霊や住民の安全の観点から好ましくない。

このため、都道府県、市町村（特別区を含む。以下同じ ）が行うこれら管理状。

況不良の慰霊碑の移設又は埋設等（以下「移設等」という ）の取組を補助し、も。

って管理状況不良の慰霊碑への適切な対応を図ることを目的とする。

２ 実施対象事業の実施主体

本事業の実施主体は、都道府県又は市町村とする。

３ 事業内容

建立者等が不明である、状態が不良の慰霊碑について、地権者等と協議を行った

うえで、移設等を行う。

４ 留意事項

（１）補助事業の対象となる慰霊碑

国内にある慰霊碑で、建立者等が不明であって、管理状況が不良（倒壊の危険

などがあり、地域住民へ危害が及ぶおそれがあるもの）の慰霊碑とする。

（２）慰霊碑の移設等

、 、 、慰霊碑の移設を行うことにより 今後 慰霊碑が適切に維持される状態になる

若しくは、埋設等を行うことで維持管理する必要がなくなるものについて、事業

の実施主体が実際に移設等を行う場合、その費用について上限額の範囲内におい

て補助を行う。

① 移設とは、慰霊碑を都道府県や市町村が管理する土地内等に移動し、設置

することをいう。

② 埋設等とは、慰霊碑の建立地等に埋める又は適切に処分することをいう。
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５ 補助金交付の対象経費

（１）移設を行う際の、撤去費用、運搬費用等、移設に要した経費。

（２）埋設等を行う際の、撤去費用、埋設費用、処分費用等、埋設等に要した経費。

６ 国の補助

国は、本事業に要する経費について、別に定める交付基準に従い、予算の範囲内

で補助するものとする。

７ その他

この要綱は、平成３０年４月１日から適用するものとする。
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１　基本年額
公務傷病 勤務関連傷病

現 行 額 平 成 30 年 ４ 月 か ら の 額 現 行 額 平 成 30 年 ４ 月 か ら の 額
第１項症の年金額に 第１項症の年金額に

4,006,100円 同額予定 3,054,100円 同額予定
以内の額を加えた額 以内の額を加えた額

円 円 円 円
5,723,000 4,363,000
4,769,000 3,639,000
3,927,000 同額予定 3,007,500 同額予定
3,108,000 2,383,900
2,514,000 1,938,700
2,033,000 1,571,100
1,853,000 1,428,200
1,686,000 1,299,800
1,352,000 同額予定 1,045,100 同額予定
1,089,000 844,600

961,000 743,000

２　扶養加給
障害の程度 扶養親族 現 行 額 平 成 30 年 ４ 月 か ら の 額

円 円
配 偶 者 193,200 同額予定

特 別 項 症
～ ２人まで１人につき 　

第 1 款 症 子、父、母、 72,000(※) 　
孫、祖父、祖母 ３人目から１人につき 同額予定

36,000 　

第 2 款 症
～ 妻 193,200 同額予定

第 5 款 症
※配偶者がいないときそのうち１人については132,000円

３　特別加給
現 行 額 平 成 30 年 ４ 月 か ら の 額

円 円
270,000 同額予定

210,000 同額予定

公務傷病 勤務関連傷病
現 行 額 平 成 30 年 ４ 月 か ら の 額 現 行 額 平 成 30 年 ４ 月 か ら の 額

円 円
6,088,000 4,640,900
5,050,000 3,850,800
4,332,000 同額予定 3,302,500 同額予定
3,559,000 2,713,400
2,855,000 2,177,100

１　先順位者･後順位者に係る額
先順位者 後順位者

現 行 額 平 成 30 年 ４ 月 か ら の 額 現 行 額 平 成 30 年 ４ 月 か ら の 額
円 円 円 円

1,966,800  72,000
同額予定

1,573,500 56,400

557,600 同額予定 - -

456,400 - -

456,400 - -
335,000 - -

２　他に公務扶助料受給者がある場合の遺族年金額
現 行 額 平 成 30 年 ４ 月 か ら の 額 備考

円 円
193,200 同額予定 昭和28年法律第181号附則第18項の規定による遺族年金額
72,000 同額予定 …軍人の遺族（※）

第 ３ 款 症
第 ４ 款 症

・

障 害 の 程 度

特 別 項 症

第 ３ 項 症
第 ４ 項 症
第 ５ 項 症
第 ６ 項 症

区 分

第 １ 款 症

第 ５ 款 症

Ⅱ　障害一時金の額（平成29年度と同額を予定）

第19　平成30年度援護年金額

Ⅰ　障害年金の額（平成29年度と同額を予定）

第 １ 項 症
第 ２ 項 症

第 ４ 款 症

障害者遺族特例年金･給与金
・公務傷病第2款症以下

第 ２ 項 症

第 １ 款 症
第 ２ 款 症

平病死遺族年金･給与金

遺族年金･給与金

障 害 の 程 度

第 ５ 款 症

　　　引き続き援護法により遺族年金を受けることになる内縁の妻。

 

特 別 項 症

第 １ 項 症

Ⅲ　遺族年金･遺族給与金の額（平成29年度と同額を予定）

配 偶 者

区 分

第 ２ 款 症
第 ３ 款 症

障 害 の 程 度

配 偶 者 以 外 の 者
※（例）死亡した軍人の遺族年金を内縁の妻及び子が受けていた場合で、昭和28年の軍人恩給の復活により、子が公務扶助料へ移行したとき、

特設年金･給与金
・公務傷病併発死亡
・勤務関連傷病併発死亡

・勤務関連傷病第1款症以上
・勤務関連傷病第2款症以下

特例遺族年金･給与金
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第20　都道府県別援護年金受給者数
　　     平成30年1月末現在

都道府県名 障害年金 遺族年金 遺族給与金 合　　計
北海道 13 52 24 89
青　森 2 29 8 39
岩　手 12 41 8 61
宮　城 13 51 12 76
秋　田 1 23 3 27
山　形 2 34 6 42
福　島 8 46 12 66
茨　城 5 40 16 61
栃　木 5 27 8 40
群　馬 4 32 8 44
埼　玉 13 59 26 98
千　葉 11 68 19 98
東　京 33 128 49 210
神奈川 14 82 38 134
新　潟 7 66 15 88
富　山 3 27 5 35
石　川 7 46 10 63
福　井 5 35 6 46
山　梨 5 17 9 31
長　野 9 52 17 78
岐　阜 6 62 23 91
静　岡 19 91 28 138
愛　知 24 103 65 192
三　重 16 82 19 117
滋　賀 4 34 12 50
京　都 8 60 27 95
大　阪 29 111 42 182
兵　庫 20 116 26 162
奈　良 5 29 13 47
和歌山 10 34 12 56
鳥　取 2 23 8 33
島　根 4 42 14 60
岡　山 27 84 27 138
広　島 123 128 80 331
山　口 27 79 42 148
徳　島 1 45 8 54
香　川 6 50 8 64
愛　媛 14 63 16 93
高　知 9 72 10 91
福　岡 14 109 50 173
佐　賀 2 34 15 51
長　崎 30 60 82 172
熊　本 17 68 30 115
大　分 9 48 17 74
宮　崎 7 76 28 111
鹿児島 33 133 41 207
沖　縄 320 154 483 957

外国居住 11 5 4 20
合計 969 2,950 1,529 5,448
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第21  第十回特別弔慰金請求受付・処理状況
平成３０年１月末現在

都道府県 受付件数 ※1 進達件数 ※2 処理件数 ※3 未処理件数 処理率

01北海道 23,214 3,315 18,999 900 96%

02青森県 12,377 718 10,936 723 94%

03岩手県 16,082 635 15,274 173 99%

04宮城県 20,868 2,165 18,568 135 99%

05秋田県 16,410 457 15,852 101 99%

06山形県 17,799 544 16,917 338 98%

07福島県 21,703 1,183 20,361 159 99%

08茨城県 25,416 3,759 21,438 219 99%

09栃木県 15,965 1,918 13,868 179 99%

10群馬県 17,686 1,872 15,646 168 99%

11埼玉県 30,261 13,770 16,172 319 99%

12千葉県 31,021 12,130 18,388 503 98%

13東京都 48,747 23,308 24,299 1,140 98%

14神奈川県 32,421 17,229 13,131 2,061 94%

15新潟県 31,884 1,029 30,707 148 100%

16富山県 10,956 658 10,199 99 99%

17石川県 11,197 889 10,030 278 98%

18福井県 12,956 553 12,341 62 100%

19山梨県 9,170 632 8,358 180 98%

20長野県 21,053 1,370 19,500 183 99%

21岐阜県 22,528 2,491 19,354 683 97%

22静岡県 31,919 3,527 28,126 266 99%

23愛知県 44,190 10,313 33,537 340 99%

24三重県 26,052 2,257 23,070 725 97%

25滋賀県 15,060 2,245 12,678 137 99%

26京都府 23,601 5,036 18,241 324 99%

27大阪府 50,030 23,801 25,644 585 99%

28兵庫県 44,488 12,178 32,026 284 99%

29奈良県 15,512 3,935 11,502 75 100%

30和歌山県 16,981 1,419 15,415 147 99%

31鳥取県 9,282 644 8,386 252 97%

32島根県 14,354 476 13,549 329 98%

33岡山県 23,262 2,445 20,613 204 99%

34広島県 34,561 3,995 30,312 254 99%

35山口県 18,846 2,147 16,464 235 99%

36徳島県 15,470 628 13,961 881 94%

37香川県 15,211 1,099 13,781 331 98%

38愛媛県 19,475 1,218 18,014 243 99%

39高知県 13,279 503 12,726 50 100%

40福岡県 42,135 10,009 31,770 356 99%

41佐賀県 14,709 1,165 13,395 149 99%

42長崎県 24,154 1,866 21,964 324 99%

43熊本県 26,029 1,761 24,116 152 99%

44大分県 19,125 1,515 17,401 209 99%

45宮崎県 19,090 1,598 17,330 162 99%

46鹿児島県 29,917 1,163 28,066 688 98%

47沖縄県 50,564 259 48,589 1,716 97%
※１ 居住地都道府県としての受付件数と他都道府県からの進達件数を合算した件数。

※２ 居住地都道府県としての受付件数のうち他都道府県に進達した件数。

※３ 平成30年2月までの国債発行請求件数（平成30年1月中旬までの可決件数）と却下等の件数を合算した件数。
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第22 第十回特別弔慰金の審査請求の流れ 
 

 

行政不服審査法（平成26年法律第68号。以下「行審法」）が平成28年４月１日か

ら施行され、第十回特別弔慰金の審査請求は以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働大臣→ 

 

 

都道府県知事→ 

 
（注 1）  

・審査請求人の主張が全て認められた場合等、審査会に諮問されないことがあります。 

・審査庁が都道府県知事、市町村長等の場合には、各自治体の第三者機関に諮問されます。 

（注 2）  

・審査会における調査審議は、提出された主張書面等を中心として行います。審理員による審理の段階で提

出された書面等の写しは審査会に送付されていますが、審査会の段階で新たに主張・立証したい事項があ

る場合は、書面で提出してください。 

・審査関係人（審査庁や審査請求人）が主張書面等を提出すると、審査会はその標題を他の審査関係人に通

知し、どのようなものが提出されたのかを明らかにします。 

・他の審査関係人が提出した主張書面等は原則として閲覧又は写しの交付の対象となりますが、正当な理由

があると審査会が認める場合には、閲覧等を拒むことがあります。 

 

総務省行政不服審査会 HP より引用 http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/fufukushinsa/  

 

 

（1） 審査請求書提出先 

処分に不服があるときは、審査庁である厚生労働大臣に審査請求書を直接

送付（宛先は厚生労働省社会・援護局援護・業務課給付係）。都道府県等に

提出された場合には、審査請求人に返戻せず、受付印を押し、速やかに厚生

労働省に送付。 

 

（2） 審査請求期間 

審査請求期間は、処分があったことを知った日の翌日から起算し３か月。

処分があったことを知った日とは、社会通念上処分があったことが当事者の

知り得べき状態に置かれたときとされ、郵送にて原処分の通知書（裁定通知
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書、却下通知書等）を交付した場合には、審査請求人宅に送達された日とな

るため、送達日を確認できる方法で郵送する必要がある。（行政処分の効力

が生ずるのは、相手方が行政処分について了知したときであることに留意。） 

 

（3） 提出書類 

① 審査請求書は、正本と副本（正本のコピー）の合計２通 

② 原処分の通知書（裁定通知書、却下通知書等）の写し（ある方が望ましい） 

③ 反証資料（ある方が望ましい） 

 

（4） 審理員の指名 

審理の公正性・透明性を高めるため、審査庁に所属する職員（厚生労働省

においては、大臣官房総務課審理室）のうち処分に関与していない職員であ

る「審理員」が審理手続を行う。審査庁は、審理員を指名したときは審査請

求人及び処分庁に対してその旨の通知を行い、処分庁に対して弁明書、審査

請求人に対して反論書等の書面を求め審理を行う。 

 

（5） 処分庁における処理 

① 弁明書の作成 

審理員からの弁明書の提出の求めに応じて、処分の経緯や理由を説明す

るため、弁明書を作成の上、送付状、弁明書（正本・副本）、証拠書類（１

部）を大臣官房総務課審理室に期日までに提出する。 

なお、弁明書副本（証拠書類を除く弁明書本体のみ）は審理員から審査

請求人に対し送付し、審査請求人に反論書を求める。 

※ 証拠書類については、原則、原処分時に証拠として使われた全てのも

の（具体的には、特別弔慰金の請求書類一式及び原処分の通知書（裁定

通知書、却下通知書等）、原処分を行う際に用いた資料等の写し）を想

定している。例えば、生計関係が争点であれば、都道府県保管の戦没者

に関する資料（過去にその戦没者に関して誰が何を受給したかの確認、

戦没者の住所確認のため）及び過去の特別弔慰金請求書一式、複数の同

順位者からの請求については、それぞれの特別弔慰金請求書一式等。 

※ 特別弔慰金の請求書に個人番号が記載されている場合には、個人番号

欄をマスキングする。戦没者台帳等に当該審査請求に無関係な者の個人

情報が記載されている場合には、提出前にマスキングして提出する。 

※ 行審法第78条第１項において、審査関係人（審査請求人、審査庁）は

行政不服審査会に対し、行政不服審査会に提出された資料の閲覧等を求

めることができる。行政不服審査会が第三者の利益を害するおそれがあ
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ると認めるとき、その他正当な理由があるときは、閲覧等を拒むことに

なるため、処分庁として閲覧等が不適当と考えるものがあれば明記する。 

② 審理員から送付された審査請求書の副本の保管。 

 

（6） 審理員における審理 

処分庁からの弁明書、審査請求人からの審査請求書・反論書、処分等の弁

明書等を基に原則として書面審理を公正・中立に実施。審理員は、審理手続

を終結した後、その結果を「審理員意見書」として取りまとめ、審査庁に提

出。 

 

（7） 行政不服審査会における審査 

審査庁は、審理員意見書及び事件記録（弁明書・反論書等を含む当該審査

請求に係る書類一式）を添えて総務省行政不服審査会に諮問する。行政不服

審査会は、審理員が行った審理手続の適正性や審査庁の判断の妥当性をチェ

ックする観点で、審理員による審理の段階で審理関係人双方から提出された

書面を基本的な資料として調査審議し、答申を行う。 

 

（8） 裁決 

行政不服審査会の答申を受け、審査庁は以下のいずれかの裁決を行い、審

査請求人及び処分庁に対して裁決書の謄本を送付する。 

却下：審査請求が期間経過後にされたものである場合、その他不適法である場合 

棄却：審査請求は適法にされたが、本案審理の結果、審査請求に理由がない場合 

認容（処分の取消し）：審査請求が適法にされ、かつ、これに理由がある場合 

 

（9） 結果の公開 

答申及び裁決の内容は「行政不服審査裁決・答申データベース」にて公開。 

http://fufukudb.search.soumu.go.jp/koukai/Main 
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第23  戦傷病者特別援護法対象者数等

対象者数等

戦傷病者手帳の 軍人軍属等で公務上の傷病により 所持者　 　      　  8,907人

交付（第４条） 一定程度の障害を有する者等に

交付 （平成29年3月31日現在）

戦傷病者相談員 戦傷病者の生活等の相談に応じ、 戦傷病者相談員  　 282人

（第８条の２） 援護のために必要な指導を実施

（謝金　年額26,000円） （平成29年10月１日現在）

療養の給付又は 公務上の傷病につき療養を必要と 療養患者数    　  　 144人

療養費の支給 する者に給付等

(第10条、第17条) （平成29年3月31日現在）

療養手当の支給　　　　　１年以上の長期入院患者で傷病 受給者           　　　  　0人

（第18条） 恩給等の年金を受けていない者

に支給　　　　　　　　（月額30,300円） （平成29年3月31日現在）

葬祭費の支給 療養の給付を受けている者が死亡 支給件数         　　　   9人

（第19条） した場合にその遺族に支給

　　（206,000円） （平成28年度）

更生医療の給付 職業能力等の回復、向上のための 給付件数                  0件

（第20条） 手術が必要な者に給付 （平成28年度）

補装具の支給 一定程度以上の障害を有する者に 支給修理件数  　 　  80件

又は修理 義肢、車椅子等を支給等

（第21条） （平成28年度）

国立保養所への 重度障害戦傷病者の国立保養所 入所者数         　       0人

収容 への収容

（第22条） （平成29年3月31日現在）

旅客会社の乗車 障害の程度により一定回数の旅客 乗車券引換証交付人員

等についての無 会社の乗車等について無賃の取扱                       　  2,430人

賃取扱い　 い

（第23条） (予算措置は国土交通省) （平成28年度）

援　護　の　内　容
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平成30年1月末現在

区分
平成27年度
までの累計

平成28年度
平成29年度

（平30.1末現在）
計

普通恩給 1,126,498 16 4 1,126,518

加算改定 816,261 1 0 816,262

一時恩給 697,131 38 42 697,211

そ の 他 3,157,845 16 8 3,157,869

計 5,797,735 71 54 5,797,860

※

　「その他」とは、公務扶助料、傷病恩給、一時金及び傷病賜金で、上記以外の恩給を
いう。

第24　旧陸海軍関係恩給進達件数

（１）　厚生労働省から総務省に進達した件数

　「普通恩給」とは、昭和36年改正による地域加算、昭和40年改正による抑留加算並び
に昭和46年改正による職務加算及び戦地外戦務加算によって権利が発生した恩給（普
通扶助料を含む）をいう。

　「一時恩給」とは、昭和46年改正、昭和49年改正及び昭和50年改正による一時恩給
（一時扶助料を含む）をいう。

　「加算改定」とは、昭和48年改正、昭和50年改正及び昭和54年改正による加算年の
金額計算への算入による改定をいう。
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（２）　各都道府県から厚生労働省への進達件数（旧陸軍関係）

         平成30年1月末現在

　　　　区分
29年度 29年度

27年度 28年度 （H30.1末現在） 27年度 28年度 （H30.1末現在）

8 2 4
2
3 1 2
4 2 1 2 1

1 3
1 2

1 1 6
2 2

1
5 1
1 1 1 3
1 1 1
4 7 7 2 1 1
3 1
1 1

1
 2

1 1 1
2 1 2 1

1 1
1 1
2 1 1 2
1 1

1

2 4 3 2
4 3 3 1 1

1 2 1
2 1

1
1

1 1 1

1

2 2 2
2 1 1

3 2 1 1
1 1 1

4 1
1 1 1
1
1 1 1 1 1

13 3 6 3 1
1 1

74 45 44 23 26 6

 1　本表は、各都道府県から厚生労働省へ進達された旧陸軍関係の件数を表したものである。
 2　一時恩給には、一時扶助料及び一時金（遺族一時金）が含まれている。
 3　その他には、加算改定、普通恩給、普通扶助料、傷病恩給、公務扶助料等が含まれている。

そ の 他

都道府県
北海道
青　 森
岩   手

埼   玉
群   馬

備
考

合   計

一時恩給

茨   城
福   島
山   形
秋   田
宮   城

石   川
富   山
新   潟

栃   木

福   井

奈   良
兵   庫
大   阪
京   都
滋   賀
三   重
愛   知
静   岡
岐   阜
長   野
山   梨

神奈川
東   京
千   葉

沖   縄
鹿児島
宮   崎
大   分
熊   本
長   崎
佐   賀
福   岡
高   知
愛   媛

島   根
鳥   取
和歌山

香   川
徳   島
山   口
広   島
岡   山
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《趣旨・目的》

○旧陸海軍等が作成した人事関係資料を含む戦没者等援護関係の資料は、これま
で援護年金の支給や戦没者の慰霊事業（遺骨帰還・慰霊巡拝）などの援護関係業
務のため使用してきた。
○これら資料について、先の大戦に関する貴重な歴史資料として、資料の公開と
後世への伝承等を図ることを目的として、戦後７０周年にあたる平成２７年度ま
での５年間で、業務において引き続き保有を要するものを除いて、国立公文書館
へ概ね移管した。
○今後も保有資料の整理を進め、国立公文書館への移管を推進する。

厚
生
労
働
省

戦没者等援護関係資料
（陸軍遭難船舶名簿、軍人索引簿等）

《移管後の資料》
○移管後の資料は、国立公文書館において、特定歴史公文書等とし
て原則永久保存
○利用請求がなされた場合は、個人情報等の利用制限事由を除き、
利用者へ公開

○電子化した資料に基づき、引き続き援護関係業務を実施

第25 援護関係資料の国立公文書館への移管について
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第26 未帰還者等の地域別及び最終消息別統計表

１ 地域別内訳（平成30年１月末現在） （単位：人）

身 分 軍 人 軍 属
一般邦人 合 計

地 域 陸 軍 海 軍

ソ連(本土) １ * ２ ３旧 旧
ソ

樺 太 * ３６ ３６連

中 国 ８ * ２０１ ２０９

北 朝 鮮 ３５ ３５

そ １ １ﾐｬﾝﾏｰ(ﾋﾞﾙﾏ)
の
他

ﾌｨﾘﾋﾟﾝ南
方
等

ﾏﾘｱﾅ諸島 １ １

韓国 ４ ４

合 計 １０ ２７９ ２８９

（注）＊印は中国残留邦人等支援室が担当、それ以外は調査資料室

２ 年次（最終消息）別内訳（平成30年１月末現在） （単位：人）

昭和30年以前 昭和31年～平成 平成19年以降資料年次
合 計に最終生存資料 18年の間に に最終生存資料

のある者 最終生存資料の のある者
ある者地 域

旧 ソ 連 ８ ３１ ０ ３９

中 国 １６０ ４６ ３ ２０９

北 朝 鮮 １ ３１ ３ ３５

そ の 他 ６ ０ ０ ６
（南方等）

１７５ １０８ ６ ２８９合 計
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平成30年１月31日現在

シベリア・モンゴル地域 その他地域 合計
北海道 17 4 21
青　森 4 3 7
岩　手 10 5 15
宮　城 4 1 5
秋　田 7 3 10
山　形 10 2 12
福　島 11 1 12
茨　城 6 0 6
栃　木 4 0 4
群　馬 4 0 4
埼　玉 9 0 9
千　葉 9 0 9
東　京 9 1 10
神奈川 9 0 9
新　潟 7 0 7
富　山 3 1 4
石　川 6 0 6
福　井 2 0 2
山　梨 3 0 3
長　野 9 0 9
岐　阜 8 0 8
静　岡 8 0 8
愛　知 9 0 9
三　重 7 1 8
滋　賀 4 0 4
京　都 4 0 4
大　阪 11 0 11
兵　庫 7 0 7
奈　良 4 0 4
和歌山 3 0 3
鳥　取 3 0 3
島　根 2 0 2
岡　山 4 1 5
広　島 6 0 6
山　口 10 0 10
徳　島 2 0 2
香　川 1 0 1
愛　媛 4 0 4
高　知 5 0 5
福　岡 8 0 8
佐　賀 5 0 5
長　崎 7 0 7
熊　本 8 0 8
大　分 4 0 4
宮　崎 2 0 2
鹿児島 8 0 8
沖　縄 1 0 1

合 計 288 23 311

第27　ロシア連邦政府等から提供された抑留者関係資料の調査（平成29年度特定数）

都道府県名
特定数

69


